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において，論拠の軸を形成しており，論考に説得力をもたらしている。 
したがって最後に，本論文は，特許法・特許制度にかかわる歴史的・理論的考察にとどまら
ず，むしろ開発に携わる技術者の目線から，技術開発を促進するための法的基盤の政策提言と
いう性格を有するものと，評価することができる。 
 
2 本論文の限界と将来の課題 
上に見たとおり，本論文には多くの独創的な分析と提言が含まれているものの，その一方で，
特許制度が国家の産業政策として規律されるべきであるという政策当局者の立場については，
内在的検討を十分に展開できているわけではない。本来，民主国家における特許制度は，技術
開発を促進するための政策手段として，経済社会に大きな影響を及ぼす重要な法制度である。
この点で，特許庁による審査を前提とする現行の特許制度が民主的正統性を得ているのにたい
し，果たして，著者独自の特許制度の政策提言が，民主的意思形成過程において，産業政策と
して説得力を持つものであるかどうか，という視点も重要となってくる。この観点から，産業
政策としての現行の特許制度を内在的に検討することが不可欠となるが，本論文においては，
この観点からの分析が必ずしも十分ではない。 
この問題系のうち，例えば具体的には，次のような論点について内在的な分析が求められる
ところである。現行の特許制度は，特許権者に独占的な実施権ないし許諾権を賦与しているが，
この特許権の法的効果は，産業政策的には，重複開発や重複投資を防止する機能をも合わせ持
つ。これにたいし，著者の提言のように，特許技術の模倣のみを禁じて，独自開発の自由を広
く認めるならば，他者による優れた先行技術に注意を払うことなく，重複開発や重複投資が広
く行われることになりかねない。技術開発は人間の創造的な知的活動であり，技術開発を行う
ことのできる有為な人的資源には限りがある。したがって，産業政策的に説得力のある特許制
度を構想するためには，技術者という人的資源をいかにすれば最適配分できるのか，世界規模
での技術開発の促進という目的と相関的に，実証的な検討を加えることが，不可欠となろう。
本論文のように，実証的裏付けなしに，市場メカニズムを通じて最適配分が可能である，と断
定するのは，イデオロギーの域を出ないものと言わざるをえない。 
このように本論文は，異なる視点からのさらなる検討の余地が多く残されている。しかしな
がら，これらの論点は，別稿を要するほどの広汎かつ詳細な分析に委ねられるべきとも考えら
れる。すなわち，上に指摘した本論文の弱点は，独自性が高いがゆえに生ずる限界でもあり，
著者による今後の研究の発展により克服されることを期待したい。 
 
3 結論 
以上の理由から，平井進氏による本論文を，博士（法学）の学位を授与するに値するものと
認める。 
 
